
 



はじめに 

 

 令和６年元日に石川県能登半島において最大震度７を観測する地震が発

生し、多くの尊い人命が失われるなど甚大な被害がもたらされましたこと

に対しまして、犠牲になられた方々に心より哀悼の意を表しますとともに、

被災されましたすべての方々にお見舞いを申し上げます。 

 令和５年を振り返りますと、５月に新型コロナウイルス感染症の感染症

法上の位置づけが、季節性インフルエンザと同じ５類感染症に変更され、

各種イベント等の開催制限も解除されました。当消防本部におきましても、

豪雨や地震に伴う多様な災害を想定した八女地区総合防災訓練を６４の関

係機関１,２５３人の参加のもと、４年ぶりに実施しました。 

 今回の防災訓練では、初の試みとして、メイン会場と２つのサブ会場の

他、１５の行政区において同日同時刻に横展開を図り実施し、防災関係機

関が緊密な連携のもとそれぞれが担う役割を確認し実効性の高い訓練を実

施することができました。 

 一方、７月の記録的大雨では広川町や八女市上陽町を中心に、甚大な被

害が発生し、大きな爪痕を残しました。さらに、救急事案が多発し、救急出

動件数は過去最多件数の４,９０７件を記録するなど、引き続き救急需要は

高い水準で推移していくことが予想されます。 

 こうした状況下において、住民の生命、身体、財産を守る消防機関がその

職責を果たすため、「第１次八女地区消防組合消防計画」に則り、地域特性

に即した消防体制を整備するとともに、消防行政の運営において本計画を

積極的に推進することにより、将来にわたる消防力の維持向上を図り、住

民が安心して安全に暮らすことができる消防体制の充実強化に引き続き取

り組んでまいります。 

 

 この統計は、八女消防本部管内における消防現勢資料を収録したもので

す。多くの皆様に御高覧賜り、今後の消防行政上の参考とするとともに、強

固な消防防災体制の確立に広く活用していきます。 

 
消防統計のみかた 

１ 消防統計は、令和５年の資料を主として収録し、その他の年の資料は時系列比較のために 

あげています。期間は資料の有無、性質及び編集の都合により適宜伸縮して収録しました。 

２ 増減率等の数値は、表示単位未満を四捨五入したものです。 

３ 構成比は、合計して１００％となるように調整したものです。 
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令和５年の火災の概況 

 

１ 火災件数は３８件、前年比は１件増加 

令和５年中の管内の火災件数は３８件であり、前年の３７件と比較すると１件    

（２．７％）増加となっている。火災種別ごとの件数を前年と比較すると、建物火災が１３

件で３件（１８．８％）減少、林野火災が７件で増減なし、車両火災が８件で７件（７０

０％）増加、その他の火災が１０件で３件（２３．１％）減少となっている。 

 

２ 「たき火」による火災が出火原因第１位 

出火原因別にみると、「たき火」が１１件と最も多く、次いで、「電気機器」「配線器具」

がともに３件となっている。 

 

３ 火災による死者数は２名、負傷者は５名 

火災による死者は２名で、前年（０名）と比較すると２名の増加、負傷者は５名で前年と

同数となっている。 

 

４ 損害額は９７，０３２千円、前年より６３，６８９千円増加 

火災による損害額は９７，０３２千円で前年と比較すると６３，６８９千円増加してい

る。建物火災による損害額が８６，４８３千円で総損害額の約８９％を占めている。 

 

５ 月別火災件数の推移 

月別の火災発生件数をみると、１０月が８件と最も多く、次いで５月の６件と空気の乾

燥する季節で、「たき火」による火災が多く発生した。 

 

６ 結語 

  火災件数は、令和５年において３８件、過去１０年間の出火件数の推移をみると、おお

むね減少傾向となり、直近３年間は３０件台の横ばいで推移している。 

出火原因は過去５年間「たき火」による火災が最も多く、また、空気の乾燥する季節に多

発している。その要因としては、たき火の監視を怠ったり、強風や空気が乾燥している気

象状況の中で焼却作業を行い延焼拡大したりするなど、人的要因によるものが多い傾向に

あった。 

次いで、「電気関連」の火災が多く、近年、電気製品の急速な普及により全国的に電気火

災の割合は増加している。増加傾向の内訳として、リチウムイオン電池に起因した火災が

増加している。当消防本部でも昨年、空調服のリチウムイオン電池を充電中に出火に至っ

た火災や蓄電池（ポータブル電源）の充電中に出火した火災が発生している。これらリチ

ウムイオン電池が発火に至る原因は様々ではあるが、今後も引き続きＳＮＳや広報誌を利

用した火気取扱いに関する情報を発信し、類似火災の防止に努めていかなければならない。 
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１ 概況 

   

 

 

 

第１表 火災の概況 

 

令和５年中における火災の概況をみると、前年と比較し建物焼損面積は減少しているも

のの、出火件数、焼損棟数及び損害額のいずれも増加している。（第１表参照） 

区　　　分 （単位） 令和5年 令和4年 増減数 増減率(%)

出 火 件 数 （件） 38 37 1 2.7

建　　　物 13 16 ▲ 3 ▲ 18.8

林　　　野 7 7 0 0.0

車　　　両 8 1 7 700.0

そ　の　他 10 13 ▲ 3 ▲ 23.1

焼 損 棟 数 （棟） 22 20 2 10.0

全　　　焼 6 9 ▲ 3 ▲ 33.3

半　　　焼 2 1 1 100.0

部　分　焼 6 4 2 50.0

ぼ　　　や 8 6 2 33.3

建物焼損面積 （㎡） 1,153 1,353 ▲ 200 ▲ 14.8

建物１棟当たりの焼損面積 （㎡） 52 68 ▲ 15 ▲ 22.5

林野焼損面積 （ ａ ） 289 111 178 160.4

林野火災１件当たりの焼損面積 （ ａ ） 41 16 25 156.3

死　　　者 （人） 2 0 2 ― 

負　傷　者 （人） 5 5 0 0.0

罹災世帯数 （世帯） 10 13 ▲ 3 ▲ 23.1

全　　　損 3 5 ▲ 2 ▲ 40.0

半　　　損 1 0 1 ― 

小　　　損 6 8 ▲ 2 ▲ 25.0

罹 災 人 員 （人） 21 29 ▲ 8 ▲ 27.6

損　害　額 （千円） 97,032 33,343 63,689 191.0

建　　　物 86,483 28,971 57,512 198.5

林　　　野 5,769 0 5,769 ― 

車　　　両 4,742 4,311 431 10.0

そ　の　他 38 61 ▲ 23 ▲ 37.7
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第２図 過去の火災件数の推移 
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２ 過去１０年間の出火件数の推移 

 

 

 

   
 

第３図 過去１０年間の出火件数の推移 

３ 過去１０年間の損害額の推移 

   
 
 

 

 

第４図 過去１０年間の損害額の推移 

過去１０年間の出火件数の推移をみると、おおむね減少傾向となり、ここ３年間は３０

件台の横ばいで推移している。令和５年中の出火件数は３８件で、前年と比較すると１件

の増加となっている。（第３図参照） 

過去１０年間の損害額の平均は５４，４８０千円であり、令和５年中の損害額は、平

均を上回る９７，０３２千円となり、過去１０年間において、平成３０年に次いで２番

目に多い損害額となった。（第４図参照） 
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４ 過去１０年間の死傷者数の推移 

   

 
 
 

 

 

第５図 過去１０年間の死傷者数の推移 

第６表 火災種別ごとの死傷者の発生状況（令和５年） 

 
 

 

 

 

 

 

 

第７表 死傷者区分別死傷者数（令和５年） 

 

（単位：人）

区分 消防吏員 消防団員
応急消火
義務者

消防協力者 その他 合計

死亡 0 0 1 0 1 2

重症 0 0 0 0 0 0

中等症 0 0 2 0 0 2

軽症 0 0 3 0 0 3

計 0 0 6 0 1 7

過去１０年間の死傷者数の推移をみると、死者数、負傷者数ともに大きな増減はなく、令

和５年中の死者数は２名で、前年に比べ２名増加している。負傷者は５名発生し前年と同数

でいずれも応急消火義務者であった。火災種別ごとの死者発生状況は、建物火災１件、車両

火災１件発生し、住宅火災においての死者が５年ぶりに発生した。           

（第５図、第６表、第７表参照） 

（単位：人）

死亡 負傷 合計

1 2 3

0 1 1

1 1 2

0 1 1

2 5 7

その他の火災

計

区分

建物火災

林野火災

車両火災
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５ 過去１０年間の建物火災及び住宅火災件数の推移 
 

 
 

 

 

第８図 過去１０年間の建物火災及び住宅火災件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

過去１０年間の建物火災及び住宅火災は、おおむね減少傾向であったが、令和４年、５年

のいずれも２桁台となり、令和５年中の建物火災の出火件数は１３件で、前年と比較すると

３件減少しており、住宅火災は１０件で前年に比べると２件減少している。（第８図参照） 
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６ 市町等別署所別火災発生状況 

   

 

 

 

 

第９表 市町等別署所別火災発生状況

 

発　生　年
令和
5年

令和
4年

令和
5年

令和
4年

令和
5年

令和
4年

令和
5年

令和
4年

令和
5年

令和
4年

令和
5年

令和
4年

令和
5年

令和
4年

令和
5年

令和
4年

令和
5年

令和
4年

出火件数 件 16 11 5 7 1 4 10 4 1 4 0 0 33 30 5 7 38 37

建 物 6 6 3 1 0 1 2 2 1 3 0 0 12 13 1 3 13 16

林 野 1 1 1 4 0 2 2 0 0 0 0 0 4 7 3 0 7 7

車 両 3 0 1 0 1 0 2 0 0 0 0 0 7 0 1 1 8 1

そ の 他 6 4 0 2 0 1 4 2 0 1 0 0 10 10 0 3 10 13

焼損棟数 棟 12 7 3 1 0 1 2 2 3 4 0 0 20 15 2 5 22 20

全 焼 1 1 1 0 0 1 1 1 2 3 0 0 5 6 1 3 6 9

半 焼 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 2 1

部 分 焼 4 1 0 1 0 0 1 1 1 1 0 0 6 4 0 0 6 4

ぼ や 6 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 4 1 2 8 6

建物焼損
床 面 積

㎡ 307 150 297 0 0 169 32 61 187 385 0 0 823 765 330 588 1,153 1,353

表 面 積 ㎡ 25 4 0 3 0 0 4 0 1 1 0 0 30 8 0 0 30 8

林野焼損
面 積

ａ 0 5 30 5 0 96 95 4 0 1 0 0 125 111 164 0 289 111

死 者 人 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0

負 傷 者 人 1 1 0 1 0 1 3 0 1 0 0 0 5 3 0 2 5 5

罹 災 世 帯
数

世帯 5 6 2 1 0 0 1 1 2 2 0 0 10 10 0 3 10 13

全 損 1 2 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 3 3 0 2 3 5

半 損 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0

小 損 3 4 1 1 0 0 1 1 1 1 0 0 6 7 0 0 6 7

罹災人員 人 14 7 3 3 0 0 1 3 3 5 0 0 21 18 0 11 21 29

損 害 額 千円 45,645 2,415 33,997 6 15 1,339 4,951 662 3,529 7,089 0 0 88,137 11,511 8,895 21,832 97,032 33,343

建 物 45,318 2,354 33,129 6 0 1,339 270 662 3,469 6,949 0 0 82,186 11,310 4,297 17,661 86,483 28,971

林 野 0 0 0 0 0 0 1,191 0 0 0 0 0 1,191 0 4,578 0 5,769 0

車 両 289 0 868 0 15 0 3,490 0 60 140 0 0 4,722 140 20 4,171 4,742 4,311

そ の 他 38 61 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 38 61 0 0 38 61

火災 1件あた

り の 損 害 額
千円 2,853 220 6,799 1 15 335 495 166 3,529 1,772 0 0 2,671 384 1,779 3,119 2,553 901

区　　分 単位 合　　計

八女市 広川町

八女消防署 立花分署 八女東消防署 星野分署 矢部分署 広川消防署小　計上陽分署

令和５年中の出火件数は３８件であり、そのうち八女消防署が１６件と前年に引き続き最

多であった。 

損害額については、９７，０３２千円のうち、１件の建物火災で住宅２棟を含む６棟が焼

損した火災など、八女消防署が４５，６４５千円で全体の約４７．０％を占め、最高額とな

った。（第９表、第１０図、第１１図参照） 
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第１０図 署所別出火件数 

 
 第１１図 署所別損害額 
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７ 出火原因別件数・割合 

   

 

 

  
 第１２図 出火原因別件数 

第１３図 令和５年出火原因別割合 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

令和５年中の出火件数３８件を原因別にみると、「たき火」が１１件と最も多く約２９％を

占めている。次いで「電気機器」「配線器具」がともに３件となっている。 

（第１２図、第１３図参照） 
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８ 四半期別出火状況 

   

 

 

第１４図 四半期別出火状況 

 

９ 月別出火件数 

  
  
 

第１５図 月別出火件数 

令和５年中の出火件数を四半期別にみると、第４四半期に出火した火災が最も多く、総

件数の３６．８％を占めている。（第１４図参照） 

令和５年中の出火件数を月別にみると、１０月が最も多い８件となっており、次いで５

月が６件となっている。（第１５図参照） 
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１０ 出火時刻別出火件数 

    

 

 

 
 

第１６図 出火時刻別出火件数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

令和５年中の出火件数を時刻別にみると、１３時台、１５時台、１９時台がともに４件

で最も多くなっている。（第１６図参照） 
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令和５年の救急の概況 

 

１ 救急出動件数及び搬送人員 

  令和５年中における管内の救急出動件数は４,９０７件であり４,７４１人の傷病者を搬送し 

た。前年と比較すると、出動件数で５３５件（１２．２％）の増加、搬送人員においても５０７ 

人（１２．０％）増加となっている。 

 これは、管内で１日平均約１３．４件（前年約１１．９件）の救急出動があり、管内住民の約

１６．７人に１人（前年１８．９人に１人）が搬送されたことになる。 

〈令和５年１２月末現在 管内全人口７９,３６０人〉  

２ 種別及び搬送人員 

救急出動の多い種別（転院搬送及びその他を除く。）を前年と比較すると、急病は３,１６２件

で４１４件（１５．１％）の増加、一般負傷は７７９件で８件（１．０％）の増加、交通事故は

２５９件で２３件（９．７％）の増加となっている。 

   搬送人員の内訳として急病が３ ,０３９人と全体の６４．１％を占め、一般負傷が７６４人 

（構成比１６．１％）、交通事故が２６７人（構成比５．６％）となっている。 

３ 市町等別出動件数 

出動件数を管内の市町等別の区分により前年と比較すると、八女市は３,８５８件で４５５件

（１３．４％）の増加、広川町は１，０２６件で８４件（８．９％）の増加、高速道路等が２３件で 

４件（１７．４％）の減少となっている。なお、八女市内の内訳は、八女消防署管内は２,３４６件 

で３１４件（１５．５％）の増加、立花分署管内は４８８件で５１件（１１．７％）の増加、上陽分署

管内は１６９件で９件（５．６％）の増加、八女東消防署管内は５９８件で５９件（１０．９％）  

の増加、星野分署管内は１８２件で１８件（１１．０％）の増加、矢部分署管内は７５件で４件

（５．６％）の増加となっている。 

４ 搬送人員傷病程度 

救急搬送人員を傷病程度別にみると死亡者８１人（構成比１．７％）、重症者４３８人（構成

比９．２％）、中等症者２,４６４人(構成比５２．０％)及び軽症者１,７５８人（構成比 

３７．１％）であり、前年の構成比、死亡者１．７％、重症者９．５％、中等症者５０．８％

及び軽症者３８．０％と比較すると、死亡は増減なしで、中等症（入院診療）は増加し、重症

（長期入院）、軽症（外来診療）は減少している。 

５ 結 語 

  令和５年における救急出動件数は、過去最多の４，９０７件で前年より５３５件（前年比 

１２．２％）の増加となっている。 

 救急出動件数増加の要因は高齢化の進展、新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う行動制限

が緩和され、外出の機会が増えたことによるもののほか、新型コロナウイルス感染症の保健所で

の関与がなくなったことで、発熱者が直接救急要請を行うようになり、更にインフルエンザ等の

感染症が再び流行し発熱者の搬送が増加したこと。加えて熱中症傷病者の搬送が過去最多となっ

たことが、増加に拍車をかけたと推察される。 

今後も多様化、複雑化する救急業務の諸問題に対応すべく、筑後地域メディカルコントロール

協議会、筑後地域消防本部、医師会、医療機関等と情報共有し、更なる連携強化を図っていく。 
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１ 事故種別の救急出動件数 

 

 

 

 

 

第１表 事故種別の救急出動件数対前年比 

 

 

第２図 事故種別の救急出動件数と過去５年間の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：件）

出動件数 構成比(％) 出動件数 構成比(％) 増減数 増減率(％)

急病 3,162 64.4 2,748 62.9 414 15.1
交通事故 259 5.3 236 5.4 23 9.7
一般負傷 779 15.9 771 17.6 8 1.0

加害 5 0.1 9 0.2 ▲ 4 ▲ 44.4
自損行為 38 0.7 28 0.6 10 35.7
労働災害 45 0.9 42 1.0 3 7.1
運動競技 24 0.5 16 0.4 8 50.0

火災 5 0.1 4 0.1 1 25.0
水難 2 0.1 4 0.1 ▲ 2 ▲ 50.0

自然災害 3 0.1 0 0.0 3
転院搬送 568 11.6 496 11.3 72 14.5

その他

（転院搬送除く） 17 0.3 18 0.4 ▲ 1 ▲ 5.6

合計 4,907 100.0 4,372 100.0 535 12.2

事故種別
令和５年中 令和４年中 対前年比

令和５年中の救急出動件数のうち、最も多い事故種別（転院搬送は除く。）は急病

３，１６２件（６４.４％）であり、続いて一般負傷７７９件（１５．９％）、交通事故

２５９件（５．３％）となっている。（第１表、第２図参照） 
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２ 事故種別の救急搬送人員数 

 

 

 

 

 

第３表 事故種別の搬送人員対前年比 

 

 

第４図 事故種別の搬送人員と過去５年間の推移 

  

第５図 救急業務開始からの出動件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

搬送人員 構成比(％) 搬送人員 構成比(％) 増減数 増減率(％)

急病 3,039 64.1 2,630 62.1 409 15.6
交通事故 267 5.6 260 6.1 7 2.7
一般負傷 764 16.1 758 17.9 6 0.8

加害 3 0.1 9 0.2 ▲ 6 ▲ 66.7
自損行為 26 0.5 18 0.4 8 44.4
労働災害 44 0.9 41 1.0 3 7.3
運動競技 24 0.5 16 0.4 8 50.0

火災 4 0.1 4 0.1 0 0.0
水難 1 0.1 3 0.1 ▲ 2 ▲ 66.7

自然災害 2 0.1 0 0.0 2
その他 567 11.9 495 11.7 72 14.5
合計 4,741 100.0 4,234 100.0 507 12.0

事故種別
令和５年中 令和４年中 対前年比

令和５年中の救急搬送人員のうち、最も多い事故種別（その他を除く）は急病３，０３９人

（６４．１％）で、続いて一般負傷７６４人（１６．１％）、交通事故２６７人（５．６％）と

なっている。 

（第３表、第４図参照） 

3,731

3,343 3,522

4,234
4,741

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

(人)

その他

一般負傷

交通事故

急病
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第５図救急業務開始からの出動件数の推移 
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３ 市町等別署所別救急出動件数の状況 

 

 

 

 

 

第６表 市町等別署所別の救急出動件数 

 
 第７図 市町等別署所別の救急出動件数 

広川町

八
女
消
防
署

立
花
分
署

上
陽
分
署

八
女
東
消
防
署

星
野
分
署

矢
部
分
署

小
　
計

広
川
消
防
署

市町等別
救急出動件数

2,346 488 169 598 182 75 3,858 1,026 23 4,907

(2,032) (437) (160) (539) (164) (71) (3,403) (942) (27) (4,372)

構成比(％) 47.8 10.0 3.4 12.2 3.7 1.5 78.6 20.9 0.5 100.0

署所別
救急出動件数

2,618 206 283 563 171 86 3,927 980 4,907

(2,279) (190) (251) (508) (155) (77) (3,460) (912) (4,372)

構成比(％) 53.3 4.2 5.8 11.5 3.4 1.8 80.0 20.0 100.0

（単位：件）

※　（　　）は令和４年中の件数である。

合
　
計

区　　　分

八女市

そ
の
他

高
速
道

  令和５年中の救急出動件数を署所別にみると、最も多い署は八女消防署２，６１８件 

（５３．３％）、続いて広川消防署９８０件（２０．０％）、八女東消防署５６３件 

（１１．５％）となっている。(第６表、第７図参照) 
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４ 年齢区分別事故種別搬送人員数の状況 

 

 

 

 

 

 

第８表 年齢区分別事故種別搬送人員 

 

  

  年齢区分 

 ⑴ 新生児：生後２８日未満の者 

 ⑵ 乳幼児：生後２８日以上満７歳未満の者 

 ⑶ 少 年：満７歳以上満１８歳未満の者 

 ⑷ 成 人：満１８歳以上満６５歳未満の者 

 ⑸ 高齢者：満６５歳以上の者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

2 0 1 2 5

0.1 0.0 0.1 0.3 0.1

158 1 28 11 198

5.2 0.3 3.7 1.7 4.2

85 46 16 35 182

2.8 17.2 2.1 5.2 3.8

709 128 104 180 1121

23.3 48.0 13.6 26.8 23.7

2,085 92 615 443 3,235

68.6 34.5 80.5 66.0 68.2

3,039 267 764 671 4,741

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

その他
（左記以外）

少　年

（構成比：％）

急　病 交通事故 合　計

高齢者

（構成比：％）

成　人

一般負傷

（構成比：％）

合　計

（構成比：％）

（構成比：％）

年齢区分

事故種別

新生児

（構成比：％）

乳幼児

令和５年中の救急搬送人員のうち、事故種別、年齢区分別にみると、急病では高齢者

２，０８５人（６８．６％）、交通事故では成人１２８人（４８．０％)、一般負傷では 

高齢者６１５人（８０．５％)が高い割合で搬送されている。(第８表参照) 
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５ 年齢区分別の搬送人員数 

 

 

 

 

 

 

第９表 年齢区分別の搬送人員数対前年比 

 

 

第１０図 年齢区分別の搬送人員と過去５年間の構成比の推移 

 

  

 

 

（単位：人）

搬送人員 構成比（％） 搬送人員 構成比（％） 増減数 増減率(％)

新生児 5 0.1 5 0.1 0 0.0
乳幼児 198 4.2 156 3.7 42 26.9
少年 182 3.8 139 3.3 43 30.9
成年 1,121 23.7 1,003 23.7 118 11.8

高齢者 3,235 68.2 2,931 69.2 304 10.4
合計 4,741 100.0 4,234 100.0 507 12.0

年齢区分
令和５年 令和４年 対前年比

令和５年中の救急搬送人員のうち、最も多い年齢区分は高齢者３，２３５人（６８．２％）、 

続いて成人１,１２１人（２３．７％）、乳幼児１９８人（４．２％）となっている。年齢区分別 

の搬送人員について、前年と比較すると、乳幼児、少年、成年及び高齢者で増加している。 

（第９表、第１０図参照） 
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６ 傷病程度別の搬送人員数 

 

 

 

 

 

 

 

第１１表 傷病程度別の搬送人員数対前年比 

   

第１２図 傷病程度別の搬送人員と過去５年間の構成比の推移 

 

   傷病程度の定義 

   死 亡      ：初診時において死亡が確認されたもの 

   重 症（長期入院）：傷病程度が３週間以上の入院加療を必要とするもの 

   中等症（入院診療）：傷病程度が重症または軽症以外のもの 

   軽 症（外来診療）：傷病程度が入院加療を必要としないもの 

   その他      ：医師の診断がないもの及び傷病程度が判明しないもの、 

             もしくはその他の場所に搬送したもの 

※ 傷病程度は入院加療の必要程度を基準に区分しているため、軽症の中には早期に病院での

治療が必要だった者や通院による治療が必要だった者も含まれている。 

 

令和５年中の救急搬送人員のうち、最も多い傷病程度別は中等症（入院診療）２，４６４人  

（５２．０％）、続いて軽症（外来診療）１，７５８人（３７．１％)、重症（長期入院）４３８人  

（９．２％）、死亡８１人（１．７％）となっている。前年の構成比と比較すると、中等症 

(入院診療）は増加し、重症（長期入院）、軽症（外来診療）は減少、死亡は昨年と同様である。  

（第１１表、第１２図参照） 

 

（単位：人）

搬送人員 構成比(％) 搬送人員 構成比(％) 増減数 増減率(％)

死亡 81 1.7 72 1.7 9 12.5
重症（長期入院） 438 9.2 401 9.5 37 9.2

中等症（入院診療） 2,464 52.0 2,153 50.8 311 14.4
軽症（外来診療） 1,758 37.1 1,608 38.0 150 9.3

その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0
合計 4,741 100.0 4,234 100.0 507 12.0

傷病程度
令和５年中 令和４年中 対前年比
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７ 傷病程度別の年齢区分別の搬送人員数 

 

 

 

 

 

第１３表 傷病程度別の年齢区分別の搬送人員数 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人数
（人）

構成比
（%）

人数
（人）

構成比
（%）

人数
（人）

構成比
（%）

人数
（人）

構成比
（%）

人数
（人）

構成比
（%）

人数
（人）

構成比
（%）

程度

死　亡 0 0.0 0.5 1.2

年齢区分
新生児

傷病程度

0

重　症
0 0 1.7 7.3

58.5

0

2

3

42

2.1 81

23.1 43.5

1.7

9.2

52.0

67

353

1,893

28.5

その他 0

10.9 438
（長期入院）

中等症
40.0 19.7 2,464

合　計 100.0 100.0 100.0

（入院診療）

0

軽　症
60.0 80.3

合　計

100.0 100.0

1,758
（外来診療）

0 0.0 0.0 0.0

37.1

0.0

100.0

乳幼児 少　年 成　人 高齢者

4,741

74.7 48.0

10

0

39

159

0

198

538

0

1,121

3

0

5

922

0

3,235

（単位：人）

136

0

182

13

82

488

 令和５年中の救急搬送人員のうち、傷病程度別の年齢区分別にみると、高齢者、は中等症

（入院診療）、新生児、乳幼、少年及び成人は軽症（外来診療）の割合が高くなっている。 

（第１３表参照） 
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８ 事故種別月別救急出動件数 

 

 

 

 

 
 

第１４表 救急要請を入電した月別の救急出動件数（事故種別） 

 

第１５表 救急要請を入電した月別の搬送人員数（事故種別） 

 

件数

（件）

割合

(%)

件数

（件）

割合

(%)

件数

（件）

割合

(%)

件数

（件）

割合

(%)

件数

（件）

割合

(%)

件数

（件）

割合

(%)

１月 353 11.2 18 6.9 84 10.8 64 9.1 55 9.7 519 10.6

２月 229 7.2 15 5.8 54 6.9 44 6.2 39 6.9 342 7.0

３月 230 7.3 24 9.3 50 6.4 53 7.5 43 7.6 357 7.3

４月 216 6.8 19 7.3 55 7.1 54 7.6 44 7.7 344 7.0

５月 249 7.9 27 10.4 57 7.3 58 8.2 45 7.9 391 8.0

６月 203 6.4 16 6.2 53 6.8 49 6.9 37 6.5 321 6.5

７月 314 9.9 21 8.1 72 9.2 69 9.8 52 9.1 476 9.7

８月 377 11.9 32 12.4 55 7.1 68 9.6 50 8.8 532 10.8

９月 268 8.5 23 8.9 66 8.5 69 9.8 56 9.9 426 8.7

１０月 214 6.8 23 8.9 83 10.7 62 8.8 51 9.0 382 7.8

１１月 241 7.6 23 8.9 75 9.6 49 6.9 40 7.0 388 7.9

１２月 268 8.5 18 6.9 75 9.6 68 9.6 56 9.9 429 8.7

合計 3,162 100.0 259 100.0 779 100.0 707 100.0 568 100.0 4,907 100.0

合計
うち転院搬送

急病 交通事故 一般負傷
その他

（左記以外）区分

月

月
人数

（人）

割合

(%)

人数

（人）

割合

(%)

人数

（人）

割合

(%)

人数

（人）

割合

(%)

人数

（人）

割合

(%)

人数

（人）

割合

(%)

１月 327 10.8 20 7.5 79 10.3 58 8.6 54 9.5 484 10.2

２月 223 7.3 15 5.7 53 6.9 42 6.3 39 6.9 333 7.0

３月 221 7.3 24 9.0 47 6.2 51 7.6 43 7.6 343 7.2

４月 208 6.9 20 7.5 55 7.2 52 7.8 44 7.8 335 7.1

５月 241 7.9 26 9.7 57 7.5 57 8.5 45 7.9 381 8.0

６月 194 6.4 16 6.0 52 6.8 47 7.0 37 6.5 309 6.5

７月 304 10.0 22 8.2 72 9.4 66 9.8 52 9.2 464 9.8

８月 369 12.1 33 12.4 55 7.2 64 9.5 50 8.8 521 11.0

９月 256 8.4 26 9.7 64 8.4 67 10.0 56 9.9 413 8.7

１０月 208 6.9 23 8.6 81 10.6 59 8.8 51 9.0 371 7.8

１１月 229 7.5 23 8.6 74 9.7 46 6.9 40 7.0 372 7.9

１２月 259 8.5 19 7.1 75 9.8 62 9.2 56 9.9 415 8.8

合計 3,039 100.0 267 100.0 764 100.0 671 100.0 567 100.0 4,741 100.0

急病 交通事故 一般負傷
その他

（左記以外）
合計

うち転院搬送

区分

月

 令和５年中の救急出動件数を、救急要請を入電した月別の区分別にみると、急病は８月、１月、７

月の順に多く、交通事故は８月、５月、３月、一般負傷は１月、１０月、同件数で１１月及び１２月

となっている。（第１４表参照） 

 また、搬送人員もおおよそ類似の傾向となっている。（転院搬送を除く。）（第１５表参照） 
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９ 事故種別時間別救急出動件数 

 

 

 

 

 

 

第１６表 事故種別時間別救急出動件数 

 

 

種別 

 時間

0～1 66 4 14 6 90

1～2 76 0 16 5 97

2～3 55 1 11 6 73

3～4 70 0 9 5 84

4～5 49 1 13 5 68

5～6 72 9 6 3 90

6～7 89 4 20 3 116

7～8 151 12 36 6 205

8～9 175 33 51 14 273

9～10 231 16 58 64 369

10～11 177 14 57 80 328

11～12 158 16 53 78 305

12～13 175 18 38 64 295

13～14 171 18 48 52 289

14～15 148 7 58 51 264

15～16 160 21 34 62 277

16～17 152 16 43 52 263

17～18 170 31 46 52 299

18～19 174 18 50 21 263

19～20 142 13 30 25 210

20～21 161 4 27 15 207

21～22 139 1 28 14 182

22～23 119 2 20 12 153

23～24 82 0 13 12 107

合計 3,162 259 779 707 4,907

その他 合計

（単位：件）

急病 交通事故 一般負傷

令和５年中の救急出動件数を、入電した時間別の事故種別でみると、急病は９～１０、 

１０～１１、同件数で８～９、１２～１３の順に多く、交通事故は８～９、１７～１８、１５～１６ 

の順に多く、一般負傷は９～１０、１４～１５、１０～１１、１1～１２の順になっている。 

（第１６表参照） 
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１０ 覚知から医療機関収容までの所要時間別搬送人員数の状況 

 

 

 

 

 

 

第１７表 覚知から医療機関収容までの所要時間別搬送人員数の状況 

   

 

   

 

 

   

  

 

  

 

  

 

 

 

 

令和５年中の救急搬送人員を覚知から医療機関収容時間別にみると、最も多いのが３０分以

上６０分未満の２，０１９人（４２．６％）、続いて２０分以上３０分未満の１，７９９人

（３７．９％)となっている。（第１７表参照） 

（単位：人）

10分未満
10分以上
20分未満

20分以上
30分未満

30分以上
60分未満

60分以上

120分未満

120分
以上

合計
平均所要時間

（分）

4 336 1,178 1,289 227 5 3,039 33.8

0 46 101 106 14 0 267 31.6

0 125 302 296 40 1 764 31.5

1 99 218 328 24 1 671 31.2

5 606 1,799 2,019 305 7 4,741

令和5年

八女 0.1 12.8 37.9 42.6 6.4 0.2 100.0 32.9

令和4年

八女 0.1 10.0 33.6 47.9 8.3 0.1 100.0 35.4

全国 0.0 1.7 19.5 65.7 12.3 0.7 100.0 42.8

※　令和4年と令和5年の医療機関収容所要時間の構成比を比較すると、令和5年の収容所要時間
　「30分以上60分未満」は、5.3％減少、「60分以上120分未満」は1.9％減少しており、「平均所
　要時間（分）」は、2.5分減少している。

※　構成比（％）全国については、総務省消防庁による｢令和4年版救急救助の現況｣に基づく
  割合算出に当たり、端数処理(四捨五入)のため、構成比が１００％にならない場合があります。

構
成
比

(

％

)

急　病

交通事故

一般負傷

そ の 他

合　計

収容所要
時間

事故種別
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１１ 救急隊の行った応急処置等の状況（事故種別による分類） 

 

 

 

 

 

 

 

第１８表 救急隊の行った応急処置等の状況（事故種別による分類） 

 

 

   

  

  

 

 

 

（単位：人）

急　病 交通事故 一般負傷 その他 合　計

3,039 267 764 671 4,741

8 5 44 10 67
5 34 111 20 170

24 190 181 33 428
23 1 5 3 32
748 14 49 203 1,014

1 0 0 0 1
0 0 0 0 0

86 2 15 10 113
39 0 2 2 43
0 0 0 0 0

2,870 260 732 649 4,511
817 67 65 138 1,087

2,927 265 742 651 4,585
2,645 127 448 527 3,747

83 2 15 8 108
　うち経鼻エアウェイ 4 0 1 0 5
　うち喉頭鏡、鉗子等 8 0 1 0 9
※うちラリンゲアルマスク等 47 1 8 3 59
※うち気管挿管 0 0 0 0 0

15 0 0 0 15
32 0 5 2 39

うち心肺停止前 9 0 1 0 10
うち心肺停止後 23 0 4 2 29

14 0 1 1 16
9 0 1 0 10
5 0 0 0 5
0 0 1 0 1

10,351 967 2,417 2,257 15,992

※特定行為等

※除細動

※静脈路確保

※薬剤投与(アドレナリン)

※血糖測定

※ブドウ糖投与

その他の処置

ショックパンツ

血圧測定

心音・呼吸音聴取

血中酸素飽和度測定

心電図測定

気道確保

酸素吸入

人工呼吸

胸骨圧迫

心肺蘇生

在宅療法継続

応急処置等対象搬送人員

事　故　種　別

応
　
急
　
処
　
置
　
等
　
項
　
目

合　　　　　　　計

止　　血

被　　覆

固　　定

保　　温

 令和５年中の特定行為等（器具を用いた気道確保、除細動、静脈路確保、薬剤投与（アドレ

ナリン）、血糖測定、ブドウ糖投与）は１４５例（※を計上）であった。 

（第１８表参照） 
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１２ 応急手当の普及啓発の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１９図 応急手当講習受講者数及び心肺機能停止傷病者への応急手当実施率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応急手当の普及啓発活動については、「応急手当の普及啓発活動の推進に関する実施要綱」

（平成５年３月３０日付け消防救第４１号消防庁次長通知。令和４年３月３１日最終改正。）

に基づき消防本部において応急手当指導員講習、応急手当普及員講習、上級救命講習及び普通

救命講習等を行っている。 

なお、令和３年も令和２年に引き続き、新型コロナウイルスの感染拡大により、緊急事態

宣言の期間中、当消防本部が実施する応急手当の普及啓発活動を中止したため、受講者数は

減少している。令和４年及び令和５年は、新型コロナウイルス感染症対策をとった上で応急

手当普及員講習を実施することができ、新型コロナウイルスの感染拡大以前と同程度の受講

者数となっている。 

 バイスタンダー（救急現場に居合わせた人）により応急手当（胸骨圧迫・人工呼吸・ＡＥ

Ｄによる除細動）が実施される割合は、令和５年には心肺機能停止傷病者の６３．２％に、

バイスタンダーによる応急手当が実施されている。（第１９図参照） 
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１３ 心肺機能停止傷病者のうち、一般住民による心肺蘇生等実施の有無別の生存率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２０図 心肺機能停止傷病者のうち、一般住民による心肺蘇生等実施の有無別の生存率 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※【  】は、心肺機能停止の原因が心原性で、一般市民により目撃された傷病者数である。 

令和５年中に一般住民が確認した心肺機能停止傷病者は１０６人であり、一般住民が心肺蘇生を実施

した傷病者は６７人（６３．２％）である。そのうち１ヶ月後生存者は３人、１ヶ月生存率は４．５％

であり、心肺蘇生を実施しなかった場合の１ヶ月後生存者はいない。また、一般住民が心肺蘇生を実

施した傷病者のうち１ヶ月後社会復帰者は２人、１ヶ月後社会復帰率は３．０％であり、心肺蘇生が

実施されなかった場合についての１ヶ月後社会復帰者はいなかった。 

なお、心肺機能停止の原因が心原性で、一般市民により目撃された傷病者は１６人で、そのうち 

一般住民が心肺蘇生を実施した傷病者は１３人（８１．３％）で、1ヶ月後の社会復帰者数は２人

（１５.４％）であった。一般住民が心肺蘇生を実施しなかった傷病者は３人（１８.７％）であり、

１ヶ月後の社会復帰者はいなかった。（第２０図参照） 

一般住民が確認した 

心肺機能停止傷病者数 

１０６人 

【１６人】 

一般住民が心肺蘇生を 

実施した傷病者数 

６７人（６３．２％） 

【１３人（８１．３％）】 

一般住民が心肺蘇生を 

実施しなかった傷病者数 

３９人（３６．８％） 

【３人（１８．７％）】 

そのうち病院収容前 

に心拍再開した者 

８人（１１．９％） 

【３人（２３．１％）】 

そのうち１ヵ月後生存者数 

３人（４．５％） 

【３人（２３．１％）】 

そのうち１ヵ月後社会復帰者数 

２人（３．０％） 

【２人（１５．４％）】 

（０人、０％） 

そのうち病院収容前 

に心拍再開した者 

１人（２．６％） 

【０人（０．０％）】 

そのうち１ヵ月後生存者数 

０人（０．０％） 

【０人（０．０％）】 

そのうち１ヵ月後社会復帰者数 

０人（０．０％） 

【０人（０．０％）】 
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令和５年の新型コロナウイルス感染症の概況 

 

 新型コロナウイルス感染症は、令和２年１月１５日に日本国内において最初の感染者が確認された。

新型コロナウイルス感染症の位置づけは、これまで「新型インフルエンザ等感染症（２類相当）」とさ

れていましたが、令和５年５月８日から「５類感染症」となった。５類移行後も１１週連続で増加が継

続し、令和５年７月から９月にかけて新型コロナウイルス感染症が拡大しました。上記出動件数増加の

要因は、マスク装着率の低下、自粛制限の緩和及び夏の暑さによる換気不足だと考えられる。 

当消防本部管内において、新型コロナウイルス感染症関連の救急出動件数は２７７件であり、前年の 

４０５件と比較して１２８件減少している。 

 

１ 八女消防本部における新型コロナウイルス感染症救急出動件数 
 

第１表 令和5年中八女消防本部における新型コロナウイルス感染症陽性者救急出動件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※新型コロナウイルス感染症陽性者については、病院搬送後八女消防本部に医療機関から連絡を受け集

計したものです。 

 

 

月別 出動件数 

1 月 ８９件 

2 月 ２４件 

3 月 ３件 

4 月 ７件 

5 月 ２件 

6 月 １１件 

7 月 ４４件 

8 月 ５６件 

9 月 ２８件 

10 月 ３件 

11 月 ０件 

12 月 １０件 

計 ２７７件 
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第２表 八女消防本部における署所別月別新型コロナウイルス感染症陽性者救急出動件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３表 国内の新型コロナウイルス感染症陽性者発生数と八女消防本部の新型コロナウイルス感染症陽性者の搬送人数の推移  

                                                     （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年５月８日より、 

新型コロナウイルス感染症の位置づけは、 

「5 類感染症」になりました。 

 
第１波 

 
第２波  第３波  第４波 

 
第５波 

 
第６波 

 第７波 

 
第８波 

 
第９波 
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令和５年の救助の概況 

 

１ 救助出動件数 

令和５年中における救助活動の状況は、救助出動件数６２件（対前年比１６件増、３４．８％

増）、救助活動件数４５件（対前年比２１件増、８７．５％増）、救助人員６５人（対前年比  

４０人増、１６０．０％増）であり、前年と比較して救助出動件数、救助活動件数及び救助人員

はいずれも増加している。増加の主な要因は、令和５年７月１０日未明に発生した豪雨の影響に

より「風水害等自然災害事故」における救助出動件数（対前年比１３件増）が大幅に増加したこ

とである。また、「建物等による事故」が９件（対前年比３件増、５０％増）と増加している。   

なお、構成比をみると「その他の事故」２１件（対前年比同数）が最多となり、出動件数全体

の３３．９％を占めている。次いで「交通事故」が１５件（構成比２４．２％）、「風水害等自

然災害事故」が１３件（構成比２１．０％）の順となっている。 

救助出動件数 

２ 救助活動件数 

事故種別ごとの救助活動件数をみると、「その他の事故」が１３件（対前年比１件増、  

８．３％増）で、「風水害等自然災害事故」が１２件（対前年比１２件増）、「交通事故」が 

１１件（対前年比５件増、８３．８％増）、「建物等による事故」が６件（対前年比２件増、  

５０．０％増）といずれも増加している。 

３ 救助人員数 

令和５年中における救助人員は、「風水害等自然災害事故」が最多種別となり３１人（対前年

比３１人増）、「その他の事故」が１３人（対前年比１人増、８．３％増）、「交通事故」が 

１２人（対前年比４人増、５０．０％増）といずれも増加している。なお、構成比をみると「風

水害等自然災害事故」による救助人員が救助人員全体の４７．７％を占めている。 

４ 結 語 

  令和５年中は、救助出動件数、救助活動件数及び救助人員はいずれも前年を上回った。 

近年局地的な豪雨、台風等による自然災害が激甚化・頻発化しており、７月７日から１０日に

かけては、九州北部地方や中国地方を中心に大雨となり、線状降水帯が発生した。この大雨にお

いて、気象庁は７月１０日朝に福岡県と大分県を対象に大雨特別警報を発表した。当消防本部で

は、７月１０日に３９件の災害出動を行い、うち１３件の救助出動により３２人を救助した。気

候変動及び地球温暖化の影響もあり、豪雨災害の今後さらなる激甚化・頻発化が予測されている。 

  当消防本部では、令和５年４月より災害活動用無人航空機（ドローン）の運用を開始し、山間

部における要救助者の検索、水災・土砂災害等大規模災害時の被害状況の早期確認などに活用で

き、効果的な部隊運用等を図ることができた。また、９月には、総務省消防庁から小型救助車が

配備され、この車両の特性である高い機動性や走破性及び資機材搭載能力を活かして、狭隘な道

路や悪路での早期の情報収集や救助の初動対応、資機材の搬送など多様な消防活動が期待される。 

今後発生する豪雨災害、地震等の自然災害や水難、山岳事故等の救助活動を要する災害に対応

するため、職員一人ひとりの救助に関する知識及び技術の更なる向上を図っていく。 
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１ 救助出動・活動件数及び救助人員 

第１表 救助出動・活動件数及び救助人員の推移 

第２図 救助出動・活動件数及び救助人員の推移 

区分　

　年

令和元年 52 15.6 37 15.6 62 67.6

令和２年 62 19.2 37 0.0 43 ▲ 30.6

令和３年 47 ▲ 24.2 35 ▲ 5.4 68 58.1

令和４年 46 ▲ 2.1 24 ▲ 31.4 25 ▲ 63.2

令和５年 62 34.8 45 87.5 65 160.0

救助出動件数 救助活動件数 救助人員

件数
（件）

対前年
増減率(%)

件数
（件）

対前年
増減率(%)

人員
（人）

対前年
増減率(%)

52

62

47 46

62

37 37

35

24

45

62

43

68

25

65

0

10

20

30

40

50

60

70

80

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

(件、人)

救助出動件数 救助活動件数 救助人員

 令和５年中における救助活動の状況は、救助出動件数６２件（対前年比１６件増、

３４．８％増）、救助活動件数４５件（対前年比２１件増、８７．５％増）、救助人員６５人

（対前年比４０人増、１６０．０％増）であり、前年と比較して救助出動件数、救助活動件数

及び救助人員はいずれも増加している。（第１表、第２図参照） 
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２ 救助出動件数 

 

 

第３表 事故種別の救助出動件数対前年比 

３ 救助活動件数 

第４表 事故種別の救助活動件数対前年比 

（単位：件）

出動件数 構成比(％) 出動件数 構成比(％) 増減数 増減率(％)

火災 0 0.0 0 0.0 0 0.0
交通事故 15 24.2 15 32.6 0 0.0
水難事故 1 1.6 2 4.3 ▲ 1 ▲ 50.0

風水害等自然災害事故 13 21.0 0 0.0 13
機械による事故 2 3.2 2 4.3 0 0.0

建物等による事故 9 14.5 6 13.1 3 50.0
ガス及び酸欠事故 1 1.6 0 0.0 1

破裂事故 0 0.0 0 0.0 0 0.0
その他の事故 21 33.9 21 45.7 0 0.0

合計 62 100.0 46 100.0 16 34.8

事故種別
令和５年中 令和４年中 対前年比

（単位：件）

活動件数 構成比(％) 活動件数 構成比(％) 増減数 増減率(％)

火災 0 0.0 0 0.0 0 0.0
交通事故 11 24.5 6 25.0 5 83.3
水難事故 1 2.2 1 4.2 0 0.0

風水害等自然災害事故 12 26.7 0 0.0 12
機械による事故 1 2.2 1 4.2 0 0.0

建物等による事故 6 13.3 4 16.6 2 50.0
ガス及び酸欠事故 1 2.2 0 0.0 1

破裂事故 0 0.0 0 0.0 0 0.0
その他の事故 13 28.9 12 50.0 1 8.3

合計 45 100.0 24 100.0 21 87.5

事故種別
令和５年中 令和４年中 対前年比

 「風水害等自然災害事故」が１３件（対前年比１３件増）、「建物等による事故」が９件

（対前年比３件増、５０％増）と増加している。構成比をみると「その他の事故」２１件

（対前年比同数）が最多となり、出動件数全体の３３．９％を占めている。（第３表参照） 

「その他の事故」が１３件（対前年比１件増、８．３％増）で、「風水害等自然災害事故」 

が１２件（対前年比１２件増）、「交通事故」が１１件（対前年比５件増、８３．８％増）、

「建物等による事故」が６件（対前年比２件増、５０．０％増）といずれも増加している。 

（第４表参照） 
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４ 救助人員 

第５表 事故種別の救助人員対前年比 

（単位：人）

救助人員 構成比(％) 救助人員 構成比(％) 増減数 増減率(％)

火災 0 0.0 0 0.0 0 0.0
交通事故 12 18.5 8 32.0 4 50.0
水難事故 1 1.5 1 4.0 0 0.0

風水害等自然災害事故 31 47.7 0 0.0 31
機械による事故 1 1.6 1 4.0 0 0.0

建物等による事故 6 9.2 3 12.0 3 100.0
ガス及び酸欠事故 1 1.5 0 0.0 1

破裂事故 0 0.0 0 0.0 0 0.0

その他の事故 13 20.0 12 48.0 1 8.3

合計 65 100.0 25 100.0 40 160.0

事故種別
令和５年中 令和４年中 対前年比

「風水害等自然災害事故」が最多となり３１人（対前年比３１人増）と救助人員全体の 

４７．７％を占めている。次いで「その他の事故」が１３人（対前年比１人増、構成比  

２０．０％）、「交通事故」が１２人（対前年比４人増、構成比１８．５％）の順になってい

る。（第５表参照） 
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令和５年７月１０日の豪雨概況 

 令和５年７月７日から１０日にかけて、梅雨前線が本州付近に停滞し、前線の南側にあたる九

州北部地方では、九州西海上から暖かく湿った空気が流れ込み、９日夜遅くから前線の動きが活

発となり、大気の状態が非常に不安定となった。更に、福岡県では、１０日未明から昼前にかけ

て非常に発達した雨雲が次々と流れ込み「線状降水帯」が発生し、大雨特別警報が発表されるな

ど九州北部を中心に記録的な大雨となった。 

 当消防本部管内においても１０日未明から雨脚が強まり、道路の冠水や土砂災害、河川の氾濫

等が相次いで発生した。 

 令和５年７月９日に降り始めた雨は、同日２４時までに１９１ｍｍの雨量を記録（八女市矢部

村御側観測所）。以後、１０日未明より顕著な大雨となり、６時から時間雨量８０.０ｍｍを記録、

次いで８時から時間雨量７９ｍｍを記録（八女市上陽町発心北観測所）。また１０日の日積算雨量

は、４３４ｍｍを記録した（八女市上陽町発心北観測所）。この降り続く記録的な大雨により、八

女郡広川町では河川の氾濫等により人的・物的被害が発生したほか、八女市上陽町においても河

川の増水・氾濫及び主要道路の崩壊等物的被害が多数発生した。 

近年局地的豪雨、台風及び地震等による自然災害が激甚化、頻発化している。管内においても、

大規模な自然災害等が発生した場合には、甚大な被害をもたらすことが予想される。その災害に

よる被害を最小限に抑えるためには、防災機関だけの対応では不十分であり、自助、共助、公助

を有機的に連携させた防災対策が重要である。 

令和５年は、新型コロナウイルス感染症で延期となっていた八女地区総合防災訓練を４年ぶり

に実施し、八女市立花運動場をメイン会場、八女市笠原体育館及び八女市矢部公民館の２つをサ

ブ会場とし行政、民間事業所、自主防災組織等の６４機関・団体 １，２５３名が訓練参加した。 

今後も各機関・団体が連携した訓練を実施し、大規模災害時における情報の共有及び強固な連

携体制を確立し、多様化する災害に対応すべく体制の充実強化を図っていく。 
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１ 概況 

⑴ 発生日時：令和５年７月９日（日）～同年５年７月１０日（月）

⑵ 八女消防本部管内の雨量県観測所

最大時間積算雨量：８０.０ｍｍ（令和５年７月１０日午前６時００分頃 上陽町発心北） 

最大日積算雨量：４３４.０ｍｍ（令和５年７月１０日中 上陽町発心北）

第１表 雨量観測データ 
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２ 八女消防本部管内の被害状況 

第２表 災害件数及び救助人員数 

区分 救急（件） 警戒（件） 救助（件） 火災（件）
救助人員（名） 

(避難誘導含む)

八女市 ９ ３ ２ １ ２

広川町 ３ １０ １１ ０ ３０

合計 １２ １３ １３ １ ３２

第３表 人的被害（単位：名） 

区分 死者 負傷者 合計

八女市 ０ ０ ０

広川町 １ ０ １

第４表 住宅被害（単位：件） 

【令和５年１２月３１日現在】 

区分 全壊 半壊 一部損壊 床上浸水 床下浸水 合計 
八女市 ３ １１ １１ １２ ５ ４２ 
広川町 ４ １０８ ３７ ３７ １１３ ２９９ 
合計 ７ １１９ ４８ ４９ １１８ ３４１ 

第５表 道路破損、橋りょう流出損壊、河川決壊、土砂災害（単位：箇所） 

【令和５年１２月３１日現在】 
区分 道路破損 橋りょう流出・損壊 河川被害 土砂災害 合計 
八女市 １０９ ３ １９８ ０ ３１０ 
広川町 １２５ ６ ３７ ９ １７７ 
合計 ２３４ ９ ２３５ ９ ４８７ 
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市町別過去１２年間の雨量集計比較表 
第１図 

第６表 

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 平　均

八女消防署 2,304.5 1,849.0 1,627.5 1,827.0 2,327.0 1,496.0 1,804.5 1,830.5 2,440.5 2,231.5 1,508.0 1,811.0 1,849.7

立花分署 2,395.0 1,953.5 1,867.5 2,459.5 2,841.0 1,917.5 2,180.0 1,977.0 3,232.5 2,628.5 2,003.0 2,116.5 2,171.0

上陽分署 2,418.0 1,912.5 1,745.0 2,162.0 2,644.0 1,654.0 2,051.5 2,066.5 2,844.0 2,450.5 1,727.0 1,942.5 2,082.1

八女東消防署 2,581.5 1,973.5 1,695.5 2,193.5 2,482.0 1,637.5 1,960.0 1,946.5 2,924.5 2,318.0 1,684.0 1,968.5 2,015.2

星野分署 3,068.0 2,397.5 1,926.0 2,645.0 2,832.0 1,905.0 2,367.5 2,219.5 3,422.0 2,652.5 2,154.5 2,320.0 2,403.2

矢部分署 3,233.0 2,685.5 2,356.0 3,122.5 3,498.0 2,282.5 2,961.5 2,409.5 4,203.5 2,873.5 2,475.0 2,848.5 2,753.1

2,364.0 1,973.0 1,686.5 1,904.0 2,618.5 1,565.5 1,861.5 1,865.0 2,635.0 2,239.0 1,523.5 1,968.0 1,960.4

2,305.5 2,106.4 1,843.4 2,330.5 2,748.9 1,779.7 2,169.5 2,044.9 3,100.3 2,484.8 1,867.9 2,139.3 2,176.4

（単位：ｍｍ）

市  町  別　年　間　降  雨  量
観測地点

八
女
市

広川町（広川消防署）

平　均
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市町別過去１２年間の雨量集計比較表（梅雨時期） 
第２図 

第７表 

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

5月30日 5月27日 6月2日 6月2日 6月4日 6月20日 6月5日 6月26日 6月11日 5月11日 6月11日 5月29日

7月23日 7月8日 7月20日 7月29日 7月18日 7月13日 7月9日 7月25日 7月30日 7月13日 7月22日  7月25日

八女消防署 1,318.5 460.0 447.5 629.0 792.0 367.5 691.0 456.5 1,449.0 520.5 490.5 1,016.5 719.9

立花分署 1,293.5 540.5 431.5 879.0 1,104.0 492.0 869.5 552.0 1,979.5 642.5 621.5 1,110.0 876.3

上陽分署 1,334.5 490.5 459.5 765.0 872.0 379.5 805.5 521.0 1,711.0 580.0 559.0 1,090.5 797.3

八女東消防署 1,511.5 480.5 456.5 767.5 838.5 404.5 787.0 504.5 1,774.0 541.0 526.5 1,032.5 802.0

星野分署 1,768.5 663.0 518.0 934.5 953.0 398.0 966.5 480.5 2,118.0 672.0 624.0 1,224.0 943.3

矢部分署 1,772.0 707.5 612.0 1,139.0 1,346.0 522.5 1,212.0 537.0 2,682.0 785.0 742.0 1,468.5 1,127.1

1,362.5 496.0 486.0 607.0 840.0 405.5 709.0 691.5 1,579.0 483.5 497.5 1,087.0 770.4

1,480.1 548.3 487.3 817.3 963.6 424.2 862.9 534.7 1,898.9 603.5 580.1 1,147.0 862.3

※ 観測地点は、各署・分署により観測

広川町（広川消防署）

平　均

　　　 市　町　別　梅　雨　期　に　お　け　る　降　雨　量　及　び　そ　の　割　合
観測地点

平　　均梅雨入り

梅雨明け

 （単位：ｍｍ）

八
女
市
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【令和５年７月１０日豪雨写真】八女市 

八女市上陽町上横山岩下 八女市上陽町上横山三川～古賀 

八女市上陽町下横山仏尾 八女市上陽町上横山三川 

八女市上陽町上横山飯塚 八女市本町西唐人町
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【令和５年７月１０日豪雨写真】広川町 

広川町大字水原（逆瀬谷）ドローンより撮影 広川町大字太田 

広川町大字広川（当条） 広川町大字太田 

広川町大字水原（梯） 広川町大字水原（鬼ノ渕） 
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【令和５年７月１０日の豪雨状況】 
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